
２－１．産学官や国内外を超える人材の流動化促進

 組織間（特に企業と大学等）の研究人材移動が少ない。

（出所）内閣府「第5期科学技術基本計画 参考資料集」（平成28年1月22日）
（注）数値は平成25年度時点 6



２－２．若手研究者の活躍促進

 科研費では自立支援制度により若手研究者を支援。

（出所）内閣府「第5期科学技術基本計画 参考資料集」（平成28年1月22日）

（出所）科学技術・学術審議会「科研費における若手研究者を巡る状況」
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２－３．研究開発の支援人材の育成

 日本は研究者数に比べて、研究支援者数が少ない。

（出所）文部科学省「平成28年度科学技術要覧」 8



３－１ ．「組織」と「組織」の産学連携等のオープン・イノベーション

 我が国企業のオープンイノベーションは徐々に進展しているも、その度合いはアメリカと比べて低い。

（出所）DBJ「研究開発・事業開発における各種連携活動を成功させるための課題～事例調査を通じて～」

（出所）内閣府「第5期科学技術基本計画 参考資料集」（平成28年1月22日）

（件数の割合）
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３－２ ．産業界からの投資拡大

 民間から大学等への研究開発投資が進むための課題。

（出所）内閣府「第5期科学技術基本計画 参考資料集」（平成28年1月22日）
（注）数値は平成25年度時点。 10



３－２ ．産業界からの投資拡大（続き）

（出所）左図、右図ともに平成28年８月８日第14回経済財政諮問会議資料

「億」単位の共同研究の促進
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大学の研究開発費のうち民間からの拠出割合

（注）：OECD Science Technology and Industry Scoreboard 2015 より作成。2013年のデータ（オーストラリア、イスラエル、
イタリア、ポルトガル、南アフリカ、スイスは2012年。オーストリア、ベルギー、スペインは2011年）。
平均は全37か国の単純平均。ただし、非営利団体についてはデータがない中国、ドイツを除いた35か国の平均

大学における民間企業との共同研究受入れ額は1件当たり
平均218万円と少額。

【民間企業との共同研究の受入額規模別実施件数内訳（平成２６年度）】
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※「０円」とは、民間企業等と複数年契約を結び、研究費
の受入れを別年度に行った場合等である。

【民間企業との１件当たりの受入額の推移】

※大学等とは、国公私立大学（短期大学を含む）、国公私立高等専門学校、大学共同利用機関法人を指す。

（出所）内閣府「第1回 2030年展望と改革タスクフォース資料４」（平成28年10月3日）
11


	スライド番号 6
	スライド番号 7
	スライド番号 8
	スライド番号 9
	スライド番号 10
	スライド番号 11
	スライド番号 12
	スライド番号 13
	スライド番号 14
	スライド番号 15
	スライド番号 16
	スライド番号 17
	スライド番号 18
	スライド番号 19
	スライド番号 20
	スライド番号 21
	スライド番号 22

